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秋山憲治先生 略年譜・著作目録

学歴・職歴
１９７１年３月 横浜国立大学経済学部経済学科 卒業（経済学士）

１９７６年３月 横浜市立大学大学院 経済学研究科修士課程 修了（経済学修士）

１９７８年４月 駒沢大学 非常勤講師（１９８０年３月まで）

１９７９年４月 東京都立商科短期大学 非常勤講師（１９８０年３月まで）

１９８０年４月 愛知大学 法経学部 専任講師（１９８３年３月まで）

１９８３年４月 愛知大学 法経学部 助教授（１９８９年３月まで）

１９８５年８月 ジョンズ・ホプキンス大学高等国際問題研究所（１年），スタンフォード大学東ア

ジア研究センター（半年） 客員研究員（１９８７年１月まで）

１９８７年１０月 横浜国立大学 経営学部非常勤講師（１９８８年３月まで）

１９８８年８月 「文部省教員組織審査」愛知大学教授（貿易論，同演習，外国為替論，時事・実

務英語担当）

１９８９年４月 愛知大学経営学部 教授（１９９７年３月まで）

１９９０年４月 名城大学大学院商学研究科博士前期課程 非常勤講師（１９９７年３月まで）

１９９６年３月 愛知大学博士（経済学）

１９９７年４月 「文部省教員組織審査」中部大学大学院経営情報学研究科修士課程 非常勤講師

（国際貿易特論担当）（至２００１年３月）

１９９７年４月 神奈川大学 経済学部 教授（２０１８年３月まで）

１９９８年４月 神奈川大学 学生部委員会 委員（２０００年３月まで）

１９９９年４月 神奈川大学 学生部 副部長（２０００年３月まで）

２００１年４月 神奈川大学 第二経済学部貿易学科 主任（２００３年３月まで）

２００３年４月 明治大学 神奈川大学国内研究員（２００４年３月まで）

２００５年１月 国連大学・高等研究所 客員教授（２０１０年４月まで）

２００５年４月 神奈川大学 大学院委員会委員（２００７年３月まで）

２００５年４月 神奈川大学経済学会 会長（２００７年３月まで）

２００６年１０月 早稲田大学大学院 商学研究科 非常勤講師（２０１０年３月まで）

２００７年４月 神奈川大学大学院 経済学研究科 委員長（２００９年３月まで）

２００９年４月 神奈川大学 経済学部長兼第二経済学部長（２０１１年３月まで）

２０１１年４月 神奈川大学 サバティカル（２０１２年３月まで）
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２０１２年４月 神奈川大学 自己点検・評価全学委員会 委員（２０１４年３月まで）

２０１２年４月 神奈川大学 評議会 評議員（２０１４年３月まで）

２０１３年４月 神奈川大学 アジア研究センター 所長（至２０１８年３月まで）

２０１６年４月 神奈川大学「神奈川大学評論」編集専門委員会 委員（２０１８年３月まで）

２０１８年３月 神奈川大学 定年退職

学会及び社会における活動等
１９７７年５月 アジア経済研究所調査委員 委員（１９７９年４月まで）

１９７７年５月 日本商業学会（国内学会）会員（２００２年３月まで）

１９７７年５月 日本貿易学会（国内学会）会員（現在に至る）

１９７７年１０月 国際経済学会（国内学会）会員（２０１８年３月まで）

１９９６年１０月 国際ビジネス研究学会（国内学会）会員（２０１８年３月まで）

１９９７年１１月 アジア市場経済学会（国内学会）会員（現在に至る）

２００１年６月 アジア市場経済学会（国内学会）理事（２００９年６月まで）

２００４年５月 日本貿易学会（国内学会）理事（２００９年５月まで）

２００７年５月 日本経済学会連合 評議員（２０１１年５月まで）

２００７年６月 日本貿易学会（国内学会）会長（２００９年５月まで）

２０１０年１０月 日本経済学会連合 理事（２０１１年５月まで）

２０１１年４月 日本産業経済学会（国内学会）会員（現在に至る）

２０１１年７月 アジア市場経済学会（国内学会）理事（２０１３年７月まで）

２０１３年６月 日本産業経済学会（国内学会）理事（現在に至る）

著 書
『現代商学の基礎知識』（共著）多賀出版 １９７７年９月

『鉱物資源開発戦略の方向』（共著）アジア経済研究所 １９８０年３月

C.P.キンドルバーガー・P.H.リンダート『国際経済学』（共訳）評論社 １９８３年４月

『入門国際経済』（共著）日本評論社 １９８５年４月

『アメリカ通商政策と貿易摩擦』（単著）同文舘出版 １９９０年６月

『技術貿易とハイテク摩擦』（単著）同文舘出版 １９９１年１０月

『サービス産業と国際化』（共著）愛知大学経営総合科学研究所 １９９４年３月

『現代流通の新展開』（共著）同文舘出版 １９９４年１０月

『日米通商摩擦の研究』（単著）同文舘出版 １９９４年１２月

『米国日系企業の現状と問題点―１９８５年プラザ合意以降を中心として―』（共著） 愛知大学中部

地方産業研究所 １９９６年１０月
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『日中の経済構造と発展経路』（共著）白桃書房 １９９８年７月

『「日米同盟関係」の光と影』（共編著）大空社 １９９８年１０月

『貿易政策と国際通商関係』（単著）同文舘出版 １９９８年１２月

『現代中国の消費と流通』（共著）愛知大学経営総合科学研究所 １９９９年３月

『現代流通論』（共著）同文舘出版 ２００１年６月

『経済のグローバル化と日本』（単著）御茶の水書房 ２００３年８月

『現代中国の流通』（共著）同文舘出版 ２００５年４月

『国際貿易をめぐる諸問題と解決への道』（共著） 白桃書房 ２００５年６月

『米国・中国・日本の国際貿易関係』（単著）白桃書房 ２００９年３月

『東アジアの地域協力と秩序再編』（共著） 御茶の水書房 ２０１２年３月

『現代国際経済論』（共著）八千代出版 ２０１２年１１月

Rebirth of the Silk Road and a New Era for Eurasia ,（edited by）Tsuji, T., Wu Y., and Riku Y.,

Yachiyo Shuppan, March,２０１５

『貿易政策と国際経済関係』（単著）同文舘出版 ２０１７年６月

『アジア社会と水：アジアが抱える現代の水問題』（共編著）文眞堂 ２０１８年３月

主な論文
「海外直接投資における支配と従属の関係―製造業直接投資を中心にして―」愛知大学『法経論

集』第９４号 １９８０年１０月

「技術貿易に関する一考察」愛知大学経営会計研究所『経営会計研究』第３６号 １９８１年３月

「わが国における技術貿易政策の役割」愛知大学経営会計研究所『経営会計研究』第３７号１９８１

年１０月

「プラント貿易の基礎的考察」愛知大学『法経論集』第９９号 １９８２年９月

「プラント輸出と総合商社の役割」愛知大学『法経論集』第１０５・１０６号 １９８４年１１月

「三河港における外国貿易の現状と問題点」愛知大学中部地方産業研究所『田原町の経済と社会』

１９８５年９月

「わが国の市場開放について―歴史・文化的視点より―」愛知大学『法経論集経済・経営篇Ⅱ』

第１１３号 １９８７年２月

「Framework of Trade Friction Policies between the U.S. and Japan」愛知大学『法経論集経済・

経営篇Ⅱ』第１１４号 １９８７年７月

「アメリカ議会と貿易法案」愛知大学『法経論集経済・経営篇Ⅱ』第１１５号 １９８７年１２月

「東三河の水産業」愛知大学中部地方産業研究所『東三河の経済と社会』第４輯 １９８８年３月

「アメリカの通商政策―公正貿易をめぐって―」愛知大学『法経論集経済・経営篇Ⅱ』第１１６・

１１７合併号 １９８８年１２月
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「アメリカの通商政策における公正貿易の位置づけ」日本貿易学会『年報』第２６号 １９８９年１

月

「アメリカ議会における委員会と公聴会について―下院歳入委員会貿易小委員会の公聴会を見学

して―」愛知大学『法経論集経済・経営篇Ⅱ』第１１８号 １９８９年２月

「外国為替相場の管理―１９８５年９月プラザ合意をめぐって―」愛知大学経営会計研究所『経営会

計研究』第５２号 １９８９年２月

「東芝機械ココム違反事件―通商面を中心にして―」愛知大学経営会計研究所『経営会計研究』

第５３号 １９８９年１０月

「第二次大戦後のアメリカ通商政策とその変遷」愛知大学法経学会『愛知経営論集』第１１９・１２０

合併号 １９９０年２月

「日米ハイテク摩擦とエクソン・フロリオ条項」拓殖大学海外事情研究所『年報』第２５号１９９１

年３月

「日米ハイテク摩擦の政治経済学」横浜市立大学『横浜市立大学論叢』第４１巻第１号 １９９１年３

月

「日本の対米直接投資と摩擦」拓殖大学海外事情研究所『海外事情』１０月号 １９９１年１０月

「日米�自動車部品�摩擦と�系列�」拓殖大学海外事情研究所『報告』第２６号 １９９２年３月

「三河港における外国貿易」愛知大学中部地方産業研究所『東三河の経済と社会』第５輯 １９９３

年５月

「北米自由貿易協定（NAFTA）とその影響」日本港湾経済学会中部部会『港湾研究』第１６号

１９９５年３月

「WTOと日米通商交渉」拓殖大学海外事情研究所『海外事情』１２月号 １９９６年１２月

「�于日本的市場開放」北京市商業委員会・北京商業経済学会『北京商業』１９９７年２月

「中国のWTO加盟と米中通商関係」拓殖大学海外事情研究所『海外事情』７・８月号 １９９７年７

月

「東三河と貿易」愛知大学中部地方産業研究所『東三河の経済と社会』第６輯 １９９８年３月

「米国の対中通商政策と中国の対応」拓殖大学海外事情研究所『海外事情』１月号 １９９９年１月

「中国のWTO加盟の推移と課題」アジア市場経済学会『年報』第２号 １９９９年９月

「中国の密輸と取締まり強化」拓殖大学海外事情研究所『海外事情』１月号 ２０００年１月

「中国の密輸―実態と取締り強化」（共著）アジア市場経済学会『年報』第３号 ２０００年６月

「日本直接投資的対急速増加及其原因」『商業時代』（中国語雑誌）２０００年１０月

「米国 IT経済の光と影」拓殖大学海外事情研究所『海外事情』５月号 ２００１年５月

「北東アジア経済協力と日本」慶南大学極東研究所・神奈川大学共催『東北アジア秩序の再構築』

（シンポジウム報告予稿集）２００１年１０月

「Japanese Foreign Capital Policy and the Surge in Japan’s Inward FDI」神奈川大学経済貿易研究
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所『経済貿易研究』№２８ ２００２年３月

「Northeast Asian Economic Cooperation and Japan」神奈川大学経済学会『商経論叢』第３７巻第

４号 ２００２年４月

「米国通商政策の形成メカニズムと外的影響要因」中央政策研究所『予見的政策形成システムの

確立に向けた政策立案・政策決定過程の課題と展望』２００３年３月

「ケリーが目指すスーパー３０１条復活」『エコノミスト』２００４年９月１４日号

「誰が人民元の切り上げを望むのか」『エコノミスト』２００５年５月１７日号

「日本の FAT交渉の対応と課題―農業と外国人労働力の受け入れを中心として―」アジア市場経

済学会『年報』第８号 ２００５年６月

「FDI and Sustainable Development」神奈川大学経済学会『商経論叢』第４１巻第２号 ２００６年３

月

「米中貿易摩擦と今後の行方」拓殖大学海外事情研究所『海外事情』６月号 ２００６年６月

「美国的貿易政策和美中摩擦的可能性」神奈川大学経済学会『経済論叢』第４２巻第３号 ２００６

年１２月

「安全保障と輸出管理―キャッチオール規制と日本企業の対応―」（共著）日本貿易学会『年報

JAFTAB』第４５号 ２００８年３月

日本の安全保障と輸出管理―アジアにおける不正輸出研究―」（共著）アジア市場経済学会『年

報』第１２号 ２００９年６月

「東アジアをめぐる経済統合と共同体の展望」日本貿易学会『年報 JAFTAB』第４８号 ２０１１年３

月

「バングラディシュの経済発展と課題」神奈川大学経済学会『商経論叢』第４７巻第３・４号合併

号 ２０１２年５月

「TPPと日中韓 FTA」拓殖大学海外事情研究所『海外事情』第６０巻（７・８月合併号） ２０１２年５

月

「TPP交渉とアジアの対応」神奈川大学経済学会『商経論叢』第４９巻（第２・３号合併号）

２０１４年３月

「西部大開発とチベット地方の水問題」アジア研究センター『年報：神奈川大学アジア・レビュー

（Vol.３）』２０１６年３月

「カンボジアの経済発展―現状と課題―」神奈川大学経済学会『商経論叢』第５１巻第４号 ２０１６

年７月

「観光の島：沖縄本島と済州島の水問題」神奈川大学経済学会『商経論叢』第５２巻第３号 ２０１７

年３月

「TPPと一帯一路―米国と中国の今後の行方―」『神奈川大学評論』第８９号 ２０１８年３月
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